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（３）親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、親会社等やそのグループ企業と

の取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等がある中にお

ける、親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方およびその為の施策 

株式会社大塚商会との関係については、取引条件および取引条件の決定方針等について一

般取引条件と同様に決定していることなど、事業運営および取引において自主性、自立性を

保っており、現状事業上の制約等はありません。 

 

（４）親会社等からの一定の独立性の確保の状況 

当社と株式会社大塚商会とは、取引関係においては、緊密な関係にありますが、資金調達

面や事業運営面での制約はなく、当社の責任のもと意思決定を行っており、経営の独立性は

確保されています。 

 

３．支配株主等との取引に関する事項 

その他の関係会社との取引状況（平成 24 年１月１日～平成 24 年 12 月 31 日） 

会社等の 

名称 

資本金 

（百万円） 

事業の内容 

又は職業 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

株式会社 

大塚商会 
10,374 

情報・ 

通信業 
当社の顧客

商品等の販売 1,559,219
売掛金 200,368

前受金 114,694

商品等の仕入 2,008 買掛金 1,244

消耗品等の購入 23,970
前払費用 3,640

未払金 5,371

（注）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 
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